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などが規定されている（日本不正競争防止法 2条 1項各号）。 
これらの不正競争に関する行為は、当該法律により差止め、損害賠償、刑事罰の対象




















































































































































































































また、日本の不正競争防止法 2条 1項には、「不正競争行為」として下記の 9つの類
型が規定されている。 
① 周知表示混同惹起行為（法 2条 1項 1号） 
② 著名表示冒用行為 （同 2号） 
③ 商品形態模倣行為 （同 3号） 
④ 営業秘密に関する不正行為 （同 4号～9号） 
⑤ コンテンツ（映像・音等）にかけられている技術的保護を無効にする装置の譲渡等 
（同 10号～11号） 
⑥ ドメイン名の不正登録等 （同 12号） 
⑦ 品質・内容等の誤認惹起行為 （同 13号） 
⑧ 信用毀損行為 （同 14号） 








①. 商標、商号の不正使用等による取引行為（反不正競争法 5条） 
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②. 虚偽宣伝行為（同 9条） 
③. 営業秘密の侵害行為（同 10条） 




① 不正廉売行為（反不正競争法 11条） 
② 抱き合わせ販売行為等（同 12条） 
③ 不正な景品付販売（同 13条） 
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4.1 事例 1 
 
「ホワイホワ」事件（岳民初字第 02212号）   
 
一審：2009年 9月 23日 湖南長沙人民裁判所 



























































































一審第三者 Ｚ （北京綿田織物会社） 
[事件の概要] 











































































































































2010年 9月 14日訴提起 
2010年 11月 8日反訴提起 







社は、Yが X社に支払うべき貸付金 87万元（日本円で 124万円）が未払いであるとして、
Yに対し訴を提起した。 












翌 7月 12日、Yは東城区裁判所に請求の賠償金額を 150万元（日本円で 214 万円）か


















できるが、同年 7月 15 日現在で、北京と上海において、消費者の権利保護を請求する消
費者が 100人以上となった。 
 同年 7月 21日、ダヴィンチ家具は、「消費者への公開状」で、「ホットラインを増設し、






[行政処分決定書]（中国上海工商局 2011年 12月 23） 
20 
 








































5.2 事例 4 
 







2011年 5月、Xと Y社は同年 5月から半年以内に、物件の引渡しを行うという家具の




となったため、Xは Y 社に対し、返金を求めた。Y社は、Xに対し支払いを拒否した。 
同月 22日、Xは Y社が虚偽宣伝を行っているとして、Y社に対し契約は無効であると
し、損害賠償 70万元（日本円で 100万円）を求めた 
  
（原告の主張） 

















































5.3 事例 5 
 









F（魚秀水産物輸出入販売会社）   
G（徳島水産物卸売会社）      
H（神港魚類水産物卸売会社）        
 
2008年 12月 5日 A被告ら五人に対する訴提起 
2008年 12月 25日 F被告ら三社に対する訴提起 


















 一連の偽装では、Fが Bに 1千万円を渡したことや、書類上取引にかかわった都内の 2
社に手数料として約 4千万円を払ったことなども判明した。 































                                                             



































































不当収益を 4億 3000万円とし、被告人らに刑事責任を追及し、被告会社 3社につき、い





















































































で 14万円）から 20万元（日本円で 280万円）までの罰金を課す8ことが規定されている。



































































































































                                                             
10中国における知的財産権関連機関の組織図―巻末に付録をつける 




























































































郑思成 「知识产权法」（「論知的財産法」）法律出版社，2007年 9月  






山西省政法管理干部学院学报，2008年 04期  
 
[日本語文献] 





徳島新聞 2008年 06 月 26日号 
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2008年 07月 05日号 
2008年 12月 12日号 
2008年 12月 27日号 
 
[その他] 
Georges Koumantos 「 Relections on the Concept of Intellectual Property 」









































































第 24 条事業者は広告またはその他の方法を用いて商品につき公衆を誤解させる虚偽 
宣伝を行った場合、監督検査部門は違法行為を停止し、影響を除去するよう命じなけれ










































































































































































被告会社株式会社Ｆは， 大阪市ａ区ｂ 町ｃ 丁目ｄ 番ｅ 号に本店を置き， 水産物
の輸出入，加工， 販売等の業務を営むもの， 被告会社Ｇ株式会社は， 徳島市ｆ 丁目
ｇ 番ｈ 号に本店を置き， 鮮魚介類等の卸売等の業務を営むもの， 被告会社Ｈ 株式会
社は， 神戸市ｉ 区ｊ 丁目ｋ 番ｌ 号に本店を置き， 水産物の集荷販売等の業務を営
むものであり， 被告人Ａ は， 被告会社Ｆ の代表取締役であるとともに被告会社Ｇ の
商事部課長， 被告人Ｂ は， 被告会社Ｆの取締役， 被告人Ｃ は， 被告会社Ｆ の取締
役兼同社福岡営業所長， 被告人Ｄ は， 被告会社Ｈの冷凍塩干部凍魚課長の職にあった
ものであるが， 被告人５ 名は， Ｉ 及びＪ らと共謀の上，被告人Ａ については， 被
告会社Ｆ 及び被告会社Ｇ のそれぞれの業務に関し， 被告人Ｂ 及び同Ｃ については， 
被告会社Ｆ の業務に関し， 被告人Ｄ については， 被告会社Ｈ の業務に関し， それ
ぞれ不正の目的をもって， 平成２ ０ 年２ 月９ 日ころから同年４ 月8日ころまでの間， 











いずれも包括して刑法60条， 不正競争防止法21条2項1号， 2条1項13号，22条1項 
刑種の選択 
被告人Ａ ， 同Ｅ ， 同Ｂ ， 同Ｃ 及び同Ｄ につき， いずれも懲役刑及び罰金刑 
労役場留置 
被告人Ａ ， 同Ｅ ， 同Ｂ ， 同Ｃ 及び同Ｄ につき， いずれも刑法１ ８ 条 
懲役刑の執行猶予 
被告人Ａ ， 同Ｅ ， 同Ｂ ， 同Ｃ 及び同Ｄ につき， いずれも刑法２ ５ 条１ 項 
（ 量刑の理由） 
１ 本件犯行に至る経緯及び本件の社会的影響 
被告会社Ｆ は， 被告会社Ｇ の子会社であり， 実質的に同社の一部門として位置付






出された食品は， 食品衛生法に基づき， その流通， 販売等が禁止されていることから， 
それ以降， 販売先からの返品がＦ 及びＧ に相次ぎ， 中国産の冷凍うなぎ蒲焼の在庫
は， Ｆ が同福岡営業所分を含め約800トン（ 仕入値で約10億円， Ｇ が約） 三百数十
トン（同約４億円ないし５億円）になった。 
被告人Ｃ は， 当時所長をしていたＦ 福岡営業所の中国産冷凍うなぎ蒲焼の在庫が
500トンほどにもなり， その販売に苦慮していた。本件偽装の件を初めに言い出した者
が誰であるのかは証拠上必ずしも定かではないが，Ｃは，内心で，多量の在庫を処理す
るには，国産に偽装して販売するしか方法がないと思っていた。しかし， Ｃ は， 偽装
するとはっきりとは言わないまま， 被告人Ｂ に在庫の処理を相談するなどした上， 被
告人Ｄ にも偽装の話を持ちかけるなどした。Ｃ とＤ は， 以前にもＮ という業者が中
国産冷凍うなぎ蒲焼を鹿児島産と偽装して販売した事案に関与したことがあり， これは
平成１ ９ 年９ 月に発覚していた。被告人Ａは，ＢやＣから本件偽装の話を聞いた当初
は躊躇していたものの，結局，国産に偽装して販売することを承諾し， Ｂ が被告人Ｅ に
話をするなどした結果， 平成１ ９年１ ２ 月ないし遅くとも平成２ ０ 年１ 月ころに
は， 被告人５ 名やほかの共犯者らとの間でＦ とＧ が在庫として抱えている中国産冷
凍うなぎ蒲焼の一部を国産に偽装し， これをＤ がその買入れの実質的権限を有する冷
凍部の課長として勤務していた被告会社Ｈ が買い受け，その一部をＦ が買い戻して販
売し， 残部はＨ が販売するということになった。 
以上のように， 本件偽装は， Ｍ からマラカイトグリーンが検出されたことが公表さ
れたことがきっかけとなっているところ， 輸入食品については輸入に際して日本で認め
られていない抗菌剤や食品添加物が含まれていないかどうかを検査することになってお















Ａ は， 材料とする中国産冷凍うなぎ蒲焼の供出や保管場所の手配を， Ｅ は， 箱の
詰替え 
の現実の作業の管理や配送等の手配を， Ｂ は， 本件全体の仕組みを構想し， Ｅ に
本件を持ちかけたほか， 仲介業者の手配， 架空の販売元会社であるＯ の社印や代表取
締役印， 産地証明書の準備等を， Ｃ は， Ｄ を誘い入れたほか， 材料とする中国産









本件偽装うなぎ蒲焼は， 帳簿上， 架空の販売元会社であるＯ から株式会社Ｐ を経































本件がマスコミに取り上げられて社会的制裁を受けたことなどのほか， Ａ は， 当初は
本件に積極的でなかったこと， 個人として経済的利益を直接には得ていないこと， 捜
査及び農林水産省の調査に協力して事実関係を詳細に供述していること， Ｇ から懲戒
解雇されたこと， Ｆ の役員を辞任することになること， 扶養すべき妻子がおり， 長
女は大学を中退するに至ったこと， 前科前歴がないことなどの事情が， Ｅ は， 箱の
詰替え以外には関与しておらず， 全体の仕組みや取引の流れは把握していなかったこと， 
Ｒ を退職し， 今後は食品業界とは関与しない旨を述べていること， 交通関係の罰金刑
以外には前科はないことなどの事情が， Ｂ は， 本件で直接の経済的利益は得ていない
こと， 前科前歴がないことなどの事情が， Ｃ は， 捜査に協力して事実関係を詳細に
供述していること， 個人として経済的利益を直接には得ていないことなどの事情が， Ｄ 
は， 当初はこのような大規模な数量の偽装になると思っていなかったものと窺われるこ







こと， Ｆ 及びＧ の関係では， すでに販売された本件偽装商品について， これを購入













を総合考慮し， 被告人5名の地位や立場， 直接の経済的利益を得たか否か， 得た場合
のその金額，共犯者間の量刑の均衡等に鑑み， 被告人5名をそれぞれ， 前記主文の刑に
処した上， 懲役刑についてはいずれもその執行を猶予して社会内で更生する機会を与え
ることとし， 被告会社３ 社については， 前記不法利得額やすでに受けた社会的経済的
制裁及び今後の改善策の実施状況等に鑑み， 主文のとおりの罰金刑に処することとする。 
（ 求刑被告人Ａ ， 同Ｂ ， 同Ｃ 及び同Ｄ につき， いずれも懲役2年6月及び罰金
200 万円， 被告人Ｅ につき， 懲役2年6月及び罰金400万円， 被告会社3社につき， い
ずれも罰金1000万円） 
平成21年4月27日 
神戸地方裁判所第2刑事部 
裁判官佐野哲生__ 
